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主要地方道 結崎田原本線

結崎～三河工区

〔事業再評価〕（前回評価：令和２年）
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【資料４】

再評価実施理由：再評価実施後一定期間（５年間）が経過しているため
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１１１１．．．．事業全体図事業全体図事業全体図事業全体図

• 結崎田原本線結崎～三河工区は、大和中央道と京奈和自動車道を４車線のバイパスで結ぶ延長２.１kmの

道路である。

• 本工区の周辺には結崎工業団地をはじめとする工業団地が複数立地しており、大和まほろばSIC（H26.3）、

京奈和自動車道三宅IC、一般部及び郡山下ツ道JCT～郡山南IC（H27.3）が開通している。
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広域図

出典）DRMを基に作成。下図：国土地理院

(都)大和中央道

事業区間位置図



１１１１．．．．事業全体図事業全体図事業全体図事業全体図
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◆奈良県道路整備基本計画

（令和6年10月改定）

骨格幹線道路ネットワークとして位置

づけ、重点的な整備を推進している。

◆川西町第3次総合計画後期基本計画

(令和5年3月策定)

県内外の主要都市間との広域連携を図

るための広域連携軸に位置付けられて

いる。

◆三宅町都市計画マスタープラン

（平成29年9月改定）

町外との広域的な交流を図るための

広域交流連携軸に位置付けられてい

る。

関連計画への位置付け

結崎田原本線結崎～三河工区
出典：奈良県道路整備基本計画（令和６年１０月改定）



◆事業の目的◆事業の目的◆事業の目的◆事業の目的

・骨格幹線道路ネットワークの形成

・地域活性化の支援

・交通安全性の向上

・観光周遊性の向上
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２．２．２．２．事業の概要事業の概要事業の概要事業の概要

◆事業の◆事業の◆事業の◆事業の概要概要概要概要

標準断面図

事業区間 磯城郡川西町結崎～磯城郡三宅町三河

事業延長 2.1km

構造規格 第４種第１級

設計速度 60km/h

車線数 ４車線

標準幅員 24m

全体事業費 約88億円

事業の

経緯

昭和40年 都市計画決定

平成2年 都市計画変更（京奈和自動車道まで延伸）

平成22年 都市計画変更（車線数・幅員の変更）

平成22年度 事業化

【橋梁部】

単位：ｍ
24.00

3.00 3.003.25 3.25 3.25 3.251.50 1.50
0.50 0.50

自転車歩行車道 植樹帯 植樹帯中央帯 自転車歩行車道
1.00

24.80

4.50 4.503.25 3.25 3.25 3.25
0.50 0.400.40 0.50自転車歩行車道 中央帯 自転車歩行車道1.00

【一般部（直線部）】

現況写真(京奈和自動車道高架下から西方向を望む）
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３．前回評価時からの変更点３．前回評価時からの変更点３．前回評価時からの変更点３．前回評価時からの変更点

事業を巡る事業を巡る事業を巡る事業を巡る

社会経済情勢の変化社会経済情勢の変化社会経済情勢の変化社会経済情勢の変化

項目 前回評価（前回評価（前回評価（前回評価（R2）））） 今回評価（今回評価（今回評価（今回評価（R7））））

人口（川西町・三宅町合計） 14,874人

※1
14,340人

※7
自動車保有台数（川西町・三宅町合計） 5,202台

※2
5,011台

※8
現況交通量 6,732台/日

※3
7,502台/日

※9
計画交通量 18,500台/日

※4
18,600台/日

※10
事業の投資効果事業の投資効果事業の投資効果事業の投資効果

整備済み延長 ― 0km

事業進捗率※ 約55％

※5
約47％

※11
用地進捗率 約66％

※6
約84％

※12事業の進捗状況事業の進捗状況事業の進捗状況事業の進捗状況

事業費 約70億円 約88億円

費用便益比

（事業全体）

1.4 1.1

費用便益比

（残事業）

3.6 2.2

※1 R2.10月1日時点※2  令和2年度 奈良県統計年鑑※3 平成27年度全国道路・街路交通情勢調査※4 将来交通量推計結果※5 令和2年度末時点の見込み値※6 令和2年11月末時点の実績値 ※7 令和7年9月1日時点※8 令和5年度 奈良県統計年鑑※9 令和3年度全国道路・街路交通情勢調査※10 将来交通量推計結果※11 令和7年度末時点の見込み値※12 令和7年7月末時点の実績値
※事業進捗率について、前回再評価（R2）の約55%から今回再評価(R7）約47%に低下している。なお、事業進捗率は事業費ベースで算出しており、今回評価で全体事業費が増加したため、事業進捗率は低下している。



４４４４．．．．事業費の見直し事業費の見直し事業費の見直し事業費の見直し

◆◆◆◆全体事業費の見直しについて全体事業費の見直しについて全体事業費の見直しについて全体事業費の見直しについて

◆◆◆◆事業費の増額要因事業費の増額要因事業費の増額要因事業費の増額要因

・詳細設計に際してのボーリング調査の結果、本工区の橋梁区間の前後区間において液状化層が確認された

ため、補強土壁直下においては液状化層を地盤改良し、地耐力を向上させる必要が生じた。（約５億円）

・液状化層の一部においては流域下水管および県水道管が埋設されており、地盤改良で対応できない範囲に

ついてはＥＰＳ工法を採用するため、事業費増が生じた。（約７億円）

・令和2年度から令和7年度において大幅な物価上昇が確認され、令和8年度以降の残事業量に対して最新の

単価を用いて全体事業費を精査した結果、事業費増が生じた。 （約６億円）

（計 ７０億円⇒８８億円（約２６％増））

①液状化層に対応するための地盤改良による増（ 約５億円 ）

②液状化層に対応するためのＥＰＳ工による増（ 約７億円 ）

③物価上昇に伴う単価の改定による増（ 約６億円 ）
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液状化対策箇所液状化対策箇所液状化対策箇所液状化対策箇所 事業延長 L=2.1km

①地盤改良②ＥＰＳ
L＝約220m L＝約190m

①地盤改良①地盤改良①地盤改良①地盤改良

②②②②

②ＥＰＳ②ＥＰＳ②ＥＰＳ②ＥＰＳ

①地盤改良①地盤改良①地盤改良①地盤改良

①地盤改良①地盤改良①地盤改良①地盤改良

断面イメージ（変更後）断面イメージ（変更後）断面イメージ（変更後）断面イメージ（変更後）

断面イメージ（当初）断面イメージ（当初）断面イメージ（当初）断面イメージ（当初）



6,580 6,0618,369 7,6921.00 0.92 0.96 
0.200.400.600.801.001.20

05,00010,00015,00020,00025,000
R2.4 R7.4三宅町 川西町２町伸び率 奈良県伸び率

人口（人） 対R2伸び率14,949 13,753

2,433 2,3342,769 2,6771.00 0.96 0.99 
0.200.400.600.801.001.20

02,0004,0006,0008,00010,000
R2 R5三 宅 町 川 西 町２町伸び率 奈良県伸び率

自動車等登録数（台） 対R2伸び率5,202 5,011

５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----１１１１））））事業を巡る社会経済情勢等の変化
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• 川西町・三宅町の人口は減少している一方、自動車保有台数は横ばいであり、将来的にも自動車需要の見込

みや地域情勢等の大きな変化はない。

• 結崎田原本線の一部では、混雑度1.0を大幅に超過しており、混雑度が非常に高い。

出典）令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査、DRMを基に作成。下図：国土地理院

減少■川西町・三宅町 人口

道路種別 混雑度高速道路一般国道主要地方道(県道)一般県道 混雑度1.0未満混雑度1.25未満混雑度1.5未満混雑度1.5以上
横ばい■川西町・三宅町 自動車等保有台数

出典）令和2年度・令和5年度 奈良県統計年鑑

出典）各年4月奈良県推計人口調査（月報）
混雑度が飛びぬけて高い

■周辺道路の交通状況（混雑度） 0.66川西町役場
三宅町役場（主）結崎田原本線（結崎～三河工区）延長2.1ｋｍ

（起）川西町結崎
（終）三宅町三河

（主）天理王寺線
三宅IC（H27.3開通）

田原本町役場

（主）天理王寺線(令和2年3月部分供用) （町道）



2,390 6,732 7,502 
04,0008,000

H22 H27 R3
（台/日）

3.76 11.38 13.11 
0.005.0010.0015.00

H22 H27 R3
道路種別高速道路一般国道主要地方道（県道）一般県道車線数1車線2車線3車線4車線以上

５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----１１１１））））事業を巡る社会経済情勢等の変化

• 京奈和自動車道三宅IC・一般部開通後（H27.3）、三河交差点から結崎田原本線経由で大和中央道に至る経路

の交通量が大幅に増加し、慢性的に速度低下が発生している区間がみられる。

出典）平成22年度道路交通センサスH27・R3全国道路・街路交通情勢調査混雑度1.00混雑度1.00を大幅に超過

増加
悪化

■現道区間の交通状況の変化

【交通量】

【混雑度】

写真 宮前橋西詰交差点 朝ピーク

■時間帯別旅行速度

(結崎西交差点～宮古交差点)

■10～20km/h未満

■20～30km/h未満

■30～40km/h未満

■40km/h～

出典） ETC2.0データ（2024年10月(平日)）地図：DRMを基に作成。下図 国土地理院
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三宅IC
（主）結崎田原本線（結崎～三河工区） 宮古交差点

結崎西交差点
写真 三河交差点

(都)大和中央道
交通量・混雑度観測地点



26.4 23.2 20.8 15.020.025.030.0
H22 H27 R3

（km/h）

５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----２）２）２）２）事業の必要性 【骨格幹線道路ネットワークの形成】
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• 現状の大和中央道の結崎工業団地交差点と京奈和自動車道を結ぶルートは、全ての区間で混雑時旅行速度の

最低値が30㎞/h未満となっている。

• 特に、結崎田原本線経由のルートでは、京奈和自動車道三宅IC及び一般部（H27.3）の開通により旅行速度低

下が継続しており、混雑時平均速度が約3km/h低下している。

• 本工区の整備により、宮古交差点から結崎工業団地交差点間が約３分短縮され、大和中央道と京奈和自動車

道一般部間の円滑性・安定性・速達性の向上が見込まれる。

■混雑時平均速度の変化

（宮古→結崎工業団地間）

■周辺道路網の混雑時旅行速度

（上り・下りの最低値）

道路種別 混雑時旅行速度高速道路一般国道主要地方道(県道)一般県道 10km/h未満20km/h未満30km/h未満30km/h以上

約3km/h低下

出典）整備なし：令和3年度全国道路・街路交通情勢調査から算出全線供用後：信号ロス時間等を考慮し算出

【混雑時平均速度】

宮
古

結
崎
工
業
団
地

整備なし（R3年時点）結崎西交差点を経由
約9分

約6分

全線供用後（将来）3分短縮

出典）令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査、DRMを基に作成。下図：国土地理院

結崎工業団地交差点 結崎西交差点

三宅町役場
川西町役場20.19.314.940.8 11.7

20.6（主）天理王寺線（令和2年3月部分供用）
（主）結崎田原本線（結崎～三河工区）延長2.1ｋｍ

（起）川西町結崎
R3年時点：宮古交差点→結崎工業団地交差点ルート全線供用後：宮古交差点→結崎工業団地交差点ルート

（終）三宅町三河
三宅IC（H27.3開通）

宮古交差点
混雑時平均速度観測地点▲



５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----２２２２））））事業の必要性 【地域活性化の支援】

• 工業団地を有する周辺市町（大和郡山市・河合町・川西町・三宅町）の製造品出荷額は、奈良県全体の約

３割である。

• 本工区の整備により、工業集積地と京奈和自動車道とのアクセス性が向上し、物流の効率化に寄与すると

ともに、唐院工業団地（川西町）や十六面・西竹田地区工業団地（田原本町）の工場誘致を支える基盤と

なり、さらなる雇用促進と地域活性化が期待される。

■周辺市町のR5製造品出荷額

出典）2024年経済構造実態調査製造業事業所調査（地域別統計表データ）当該路線の整備は、今後の製造品出荷額の増加にも期待
34%66%
周辺市町約0.7兆円その他約1.3兆円 奈良県約2.0兆円製造品出荷額等（R5） 〔周辺市町〕大和郡山市河合町川西町三宅町

今後も結崎田原本線沿いにおいて、さらなる産業交流地域の整備を進めていきます。
結崎田原本線の整備は、京奈和自動車道の整備効果を発揮するため、工業集積地（唐院工業団地・結崎工業団地等）から三宅IC、（仮）田原本ICへのアクセス道として不可欠です。

川西町まちづくり推進課 10出典）国土数値情報、DRMを基に作成。下図：国土地理院

■工業団地の立地状況

（主）結崎田原本線（結崎～三河工区）

昭和工業団地安堵工業団地 結崎工業団地大型機械製造工場
桜井木造団地

唐院工業団地
新たな工業ゾーン創出エリア川西町：唐院工業団地周辺地区田原本町：十六面・西竹田地区産業交流拠点（井戸地区）

法隆寺IC 郡山南IC郡山IC
三宅IC

大和まほろばスマートIC斑鳩町役場
河合町役場 三宅町役場川西町役場

安堵町役場

田原本町役場田原本IC（仮称）

郡山下ツ道JCT

上牧町役場
天理市役所

(都)大和中央道



５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----２２２２））））事業の必要性 【交通安全性の向上】
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• 近年４年間における死傷事故率において、県管理道路の平均と比較して宮前橋西詰交差点～町境区間（通学

路区間）は約1.3倍と高く、さらに通学路上では３件の死傷事故が発生している状況であり、通学児童の安全

確保が求められている。

• 道路整備に伴い自転車歩行車道が整備されることによって、歩行者・自転車と自動車の通行が区分され交通

安全性の向上が見込まれる。

出典）R5イタルダ事故別データ、DRMを基に作成。下図：国土地理院
道路種別 車線数高速道路一般国道主要地方道(県道)一般県道 1車線2車線3車線4車線以上川西小学校

■並行区間 結崎工業団地～宮古

センサス区間別死傷事故率（R2～R5）

出典）R5イタルダデータを基に作成
事業区間（部分）

■死傷事故発生地点

（ R2～R5 ）

式下中学校三宅小学校三宅幼児園
川西幼稚園川西小学校

三宅町役場
川西町役場

（主）結崎田原本線（結崎～三河工区）
三宅IC

結崎西交差点

宮古交差点

町境宮前橋西詰交差点
結崎工業団地交差点

町境事業区間並行区間×死傷事故発生箇所
伴堂交差点0.0010.0020.0030.0040.0050.00

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32
28.3

45.7

14.1

奈良県管理道路平均36.2（件/億台キロ）
21.1

30.4

死傷事故率(件／億台㎞) 結崎工業団地交差点 結崎西交差点 宮前橋西詰交差点
町境 町境 宮古交差点伴堂交差点

朝の通勤・通学時間帯、結崎⼯業団地及び宮前橋⻄詰交差点は混雑しており、渋滞を避けるため、通学路である⽣活道路へ進⼊する⾞が多く⾒受けられます。結崎田原本線の整備により、渋滞が緩和し、⽣活道路を利⽤する⾞が減少することで、通学時における児童の安全性が向上することを期待しています。
■関係者からの声
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５５５５．．．．事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

５５５５----２２２２））））事業の必要性 【観光周遊性の向上】

12

■県西部エリアにおける観光入込客数の推移

県西部エリア：大和高田市、大和郡山市、御所市、香芝市、葛城市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、上牧町、王寺町、広陵町、河合町出典）R1・R5奈良県観光客動態調査報告書

県全体よりも高い伸びとなっている

出典）R1・R5斑鳩町統計資料
■法隆寺拝観客数の推移減少傾向であるが、50万人超となっており県西部エリアの主要観光地となっている

出典）DRMを基に作成。下図：国土地理院

• 当該路線及び天理王寺線（長楽工区・結崎工区）の整備により、県西部エリアの主要観光地である法隆寺

～道の駅「レスティ唐古・鍵」間の新たな周遊ルートの確立が期待できる。

• 県西部エリア及び法隆寺拝観客数は、コロナ禍によって減少していた観光入込客数は持ち直してきている。

• 県西部エリアの観光入込客数は県全体よりも高い伸び率である。

法隆寺法隆寺法隆寺法隆寺

道の駅道の駅道の駅道の駅

レスティ唐古・鍵レスティ唐古・鍵レスティ唐古・鍵レスティ唐古・鍵

（主）結崎田原本線（結崎～三河工区）
（主）天理王寺線結崎工区（主）天理王寺線長楽工区新たな周遊ルート（想定）道路種別 車線数高速道路一般国道主要地方道(県道)一般県道 1車線2車線3車線4車線以上
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５．事業の必要性に関する視点５．事業の必要性に関する視点５．事業の必要性に関する視点５．事業の必要性に関する視点

※1 便益・費用については現在価値化した値である。※2 残事業については、基準年の翌年度以降の残事業費及び翌年度以降の供用により発生する便益で算出している。

■算出条件等基準年 ：令和7年度検討期間 ：50年間現在価値算出のための社会的割引率 ：４％交通量の推計時点 ：令和22年度推計に用いた資料 ：令和27年度交通センサス適用した費用便益分析マニュアル ：令和7年8月版事業費 ：87.6億円（単純価値）維持管理費 ：1,121千円/ｋｍ作成主体 ：奈良県

５５５５----３３３３））））事業の投資効果【費用便益分析】

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益

総便益

※1 費用便益比

(Ｂ／Ｃ)

70.5億円 9.1億円 0.1億円 79.7億円

1.1

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

※1
70.2億円 0.3億円 70.5億円

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益

総便益

※1 費用便益比

(Ｂ／Ｃ)

70.5億円 9.1億円 0.1億円 79.7億円

2.2

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

※1
35.5億円 0.3億円 35.8億円

■事業全体

■残事業

※2
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• 用地進捗率は、約66％（R2再評価時）から約84％（R7再評価時）とへと進捗している。

• 用地取得が完了した箇所から順次、文化財調査を実施し、早期工事着手に向けて取り組んでいる。

• 用地未取得については引き続き用地交渉を進める。

• 文化財調査が完了した箇所から順次工事を進める。

■事業の進捗状況

５．事業の必要性等に関する視点５．事業の必要性等に関する視点５．事業の必要性等に関する視点５．事業の必要性等に関する視点

５５５５----４４４４））））事業の進捗状況および今後の見込み事業の進捗状況および今後の見込み事業の進捗状況および今後の見込み事業の進捗状況および今後の見込み
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◆コスト縮減に配慮した施工◆コスト縮減に配慮した施工◆コスト縮減に配慮した施工◆コスト縮減に配慮した施工

・他工区からの建設発生土（残土）を流用することにより、コスト縮減が期待される。

◆事業完了後の良好な公共サービス提供◆事業完了後の良好な公共サービス提供◆事業完了後の良好な公共サービス提供◆事業完了後の良好な公共サービス提供

現計画で、平成２２年に都市計画変更していることもあり、代替案の検討は行わない。

◆代替案立案等の可能性◆代替案立案等の可能性◆代替案立案等の可能性◆代替案立案等の可能性

供用開始時に、道路を利用される方々が安全で快適に利用していただけるよう、引き

続き関係機関協議等を着実に実施する。

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点６．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点６．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点６．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
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 南北方向の４車線ネットワークが形成され、地域内を通過交通の機能分担が期待される。

 物流効率化、企業立地の促進等が期待される。

 歩行者・自転車と自動車の通行が区分されることで交通安全性の向上が期待される。

 対象地域周辺の観光周遊性の向上が期待される。

⇒以上により、事業の必要性を確認している。

７７７７．．．．対応方針（案）対応方針（案）対応方針（案）対応方針（案）

１．事業の必要性等に関する視点

２．事業の進捗の見込みの視点

事事事事業業業業継継継継続続続続

主要地方道結崎田原本線結崎～三河工区は、事業の必要性等に関する視点、事業の進捗

の見込み、コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点から継続が妥当と判断できる。引き

続き事業を推進し、早期の事業完了を目指すことが適切である。

 全体の用地進捗率は約８４％であり、前回再評価時より約１８％進捗している。

 用地買収が完了した箇所から順次工事を進めており、事業進捗に大きな問題は無い。

 引き続き事業を推進し、早期の事業完了を目指す。

⇒引き続き、事業進捗が図られる見込みを確認している。

３．コスト縮減や代替立案等の可能性の視点

 他工区からの建設発生土（残土）を流用することにより、コスト縮減が期待される。

 現計画では平成２２年に都市計画変更していることもあり、代替案の検討は行わない。


